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令和３年度労災疾病臨床研究事業費補助金 

「過労死等の実態解明と防止対策に関する総合的な労働安全衛生研究」 

分担研究報告書（疫学研究） 

 

勤務時間外の仕事の連絡と在宅勤務頻度が IT 労働者の心身に及ぼす影響 
 

研究分担者 池田大樹 独立行政法人労働者健康安全機構労働安全衛生総合研究所 

過労死等防止調査研究センター・研究員 

 

＜研究要旨＞ 

【目的】本研究の目的は、勤務時間外の仕事の連絡と出社・在宅勤務という勤務のあり方が労

働者の心身に及ぼす影響を検討することである。 

【方法】本研究は、スクリーニング調査、本調査、事後調査からなっており、2021 年 10 月～12

月に実施した。スクリーニング調査を実施した後、一定の基準（業種が情報通信業等）を満たし

た 100 名が本調査に参加した。本調査において、参加者は、就床前と起床後の主観調査、客

観的睡眠測定を毎日実施し、特定日の就床前に反応時間検査を実施した。その後、事後調査

として、基本属性の他、K6（心理ストレス）、職業性ストレス簡易調査票（疲労、抑うつ感等）、

WFun（健康問題による労働機能障害の程度）、リカバリー経験尺度等への回答を求めた。最終

的に、98 名（平均 45.3 歳、標準偏差 9.3、男性 80 名）分のデータを得た。分析として、勤務時

間外の仕事の連絡頻度（週数回、毎日 1 回以上）と、在宅勤務の頻度（出社勤務が多い、在宅

勤務が多い）の 2 要因で参加者を分類し、K6 等を従属変数とする 2 要因分散分析を行った。 

【結果】在宅勤務頻度と連絡頻度の交互作用が K6 と抑うつ感に見られた。下位検定の結果、

連絡頻度高群において、在宅頻度低群は高群より K6 得点が高く、抑うつ感が強かった

(ps<0.05)。また、在宅頻度低群において、連絡頻度高群は低群より K6 得点が高かった

(p=0.04)。連絡頻度の主効果の傾向が心理的距離と身体愁訴に見られ(ps<0.10)、連絡頻度高

群は勤務外において仕事との心理的距離が取れず、身体愁訴が高かった。在宅勤務頻度の

主効果が WFun、疲労、身体愁訴に見られ(ps< 0.05)、在宅頻度高群は疲労や身体愁訴は低

いが労働機能障害の程度が高かった。 

【考察】勤務時間外における仕事の連絡の悪影響が、在宅あるいは出社という勤務のあり方に

よって異なった。在宅勤務と比べ、出社勤務には通勤時間がかかるため、勤務間インターバル

内の余暇や睡眠時間が短くなり、疲労回復が不十分となる可能性がある。これに加えて、勤務

時間外の仕事の連絡によりさらなる疲労回復の阻害が生じ、精神健康等が悪化すると考えられ

る。 

【この研究から分かったこと】勤務時間外における仕事の連絡の悪影響は在宅や出社という勤

務のあり方により異なった。とりわけ、出社勤務で勤務時間外での仕事に関する頻繁な連絡が

ある場合、オフでも仕事に心理的に拘束され、精神健康度が悪化する可能性が示された。 

【キーワード】つながらない権利、在宅勤務、心理的距離 

研究分担者: 

久保智英（労働安全衛生総合研究所過労

死等防止調査研究センター・上席研究員） 

西村悠貴（同センター・研究員） 

井澤修平（同センター・上席研究員） 

 

Ａ．目的 

勤務時間外の電話やメールによる仕事の連

絡が、労働者の心身に悪影響を及ぼすことが

報告されている。例えば、勤務時間外に仕事

関連の連絡がよくある者は、そうでない者と比

べ、メンタルヘルスや循環器、筋骨格系の健

康問題のリスクが高いことが報告されている 1)。
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これに対して、EU 諸国では勤務時間外の仕

事に関する連絡を規制する「つながらない権

利」が法制化されている。一方、我が国では、

厚生労働省が「テレワークの適切な導入及び

実施の推進のためのガイドライン」において、

テレワークにおける長時間労働対策として勤

務時間外の仕事の連絡抑制について言及し

ている 2)。このことからも「つながらない権利」は

我が国においても注目され始めた問題としてと

らえることができるだろう。 

また、新型コロナウイルス感染症の流行によ

り、テレワークが急速に普及し始めている。テ

レワークには、通勤時間の節約や睡眠時間の

増加等、そのメリットを認める報告 3) があるもの

の、デメリットに関しても報告されている。その

一つが仕事と私生活との境界が曖昧になるこ

とである。情報通信技術を活用し、時間や場

所にとらわれないテレワークは、勤務時間外で

も仕事につながりやすい状況にある働き方とも

言える。先行研究において、仕事と私生活の

切り分けができない（勤務時間外に仕事との心

理的距離が取れていない）者は、疲労回復に

重要となる睡眠の質が悪いこと 4)、そして新型

コロナウイルス感染症の流行とともに新たにテ

レワークを始めた者は、抑うつ感やバーンアウ

ト等の心理的問題が生じていることも報告され

ている 5)。これは、新型コロナウイルス感染症

の影響も要因に入っているものの、その流行

以前のテレワークに関する研究でも、心理的ス

トレスの増大が報告されている 6)。 

このように、出社勤務とテレワークを比較し

た際にはそれぞれメリット・デメリットがあり、勤

務時間外における仕事の連絡による悪影響が、

このような働き方で異なる可能性がある。例え

ば、勤務時間外の仕事関連の連絡に曝されて

いるテレワーカーは、仕事の連絡とテレワーク

による心理的ストレスの相互作用により、心身

へのより著しい負担が生じている可能性がある。

一方で、テレワーク時には通勤時間が無いこと

で勤務間インターバル内の余暇・睡眠時間が

確保できるため、勤務時間外の仕事の連絡が

あったとしても、出社勤務時よりも睡眠の量・質

が相対的に良くなり、疲労の低減が見られる可

能性もある。これらの点を検討するため、本研

究では、勤務時間外の仕事の連絡とテレワー

クが労働者の心身に及ぼす影響を検討した。 

なお、本研究では、令和元年通信利用動向

調査（総務省）による産業別テレワーク導入率

において最も割合が高かった情報通信業の労

働者を対象とした。また、テレワークは、働く場

所で分けた場合、自宅で働く在宅勤務、移動

中や出先で働くモバイル勤務、本拠地以外の

施設で働くサテライトオフィス勤務に分けられ

る（厚生労働省、2021）。本研究では、このうち、

新型コロナウイルス流行下で最も増加したと考

えられる在宅勤務を対象とした。 

 

Ｂ．方法 

1. 調査とサンプリング 

本研究は、事前調査（スクリーニング）、本調

査（9 日間の観察調査）、事後調査からなって

おり、2021 年 10 月～12 月に調査会社を通し

て実施した。図 1 は、調査の流れを示している。 

 

事前調査は 2021 年 10 月 13 日（木）から 19

日（火）の期間に WEB 調査により実施した。調

査会社に「年齢が 20 歳から 59 歳、業種が情

報通信業」と登録している IT 企業の労働者

22,642 名に対して調査案内を配信し、7,533

名が事前調査の実施に同意し、参加した。そ

のうち、以下の基準を満たし、本調査の説明を

受け参加を希望した 354 名に対して電話によ

り本調査の参加を打診した：（1）年齢が 20～59

歳、(2)副業・兼業をしていない、(3)雇用形態

が正社員、(4)週あたりの所定労働時間が 35

時間以上、(5)深夜勤務をしていない、(6)業種

が情報通信業、(7)勤務時間外の仕事関連の

連絡が週に数回以上ある、(8)インターネットを

使用できるスマートフォンかタブレットを持って

いる、(9)毎日職場で働く・職場で働く頻度が多

い、もしくは毎日在宅勤務・在宅勤務の頻度が

多い、(10)熟読しなければ回答できない設問 7)

図 1 調査の流れ 
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に対して、正しい回答ができた者。そして、先

着順により、改めて参加に同意した100名が本

調査に参加した。 

本調査である 9 日間の観察調査は、2021 年

11 月 7 日（日）から 15 日（月）の期間に実施し

た。この期間、参加者は以下の 3 つの測定を

実施した：（1）WEB アプリ疲労 Checker（本報

告書の“疫学調査効率化を目的とした疲労

Checker のウェブアプリ化”に詳細が記載され

ている）により毎日就床前と起床後に主観調査

を実施、（2）疲労 Checker により特定日の就床

前に Psychomotor Vigilance Task（PVT）を実

施、(3)毎日就床 2 時間前から起床後までの腰

部装着式睡眠計による測定（客観的睡眠測

定）。なお、本調査期間に 2 名の脱落が生じた。 

事後調査は 2021 年 11 月 17 日（水）から 12

月 13 日（月）の期間に実施した。最終的に、98

名（平均年齢 45.3±9.3 歳、男性 80 名）分の

データを得た。 

なお、本研究は、労働安全衛生総合研究所

研究倫理審査委員会にて審査され、承認を得

た上で行った（通知番号：2021N14）。 

 

2. 収集データ 

1) 事前調査 

質問項目として、性別、年齢、居住地（都道

府県）、結婚状況、仕事の有無、副業・兼業の

有無、雇用形態、深夜勤務の有無、業種、勤

務時間外における仕事関連のメールの頻度（1.

全くない、2.週に数回くることがある、3.毎日 1

～2 回くることがある、4.毎日頻繁にある）、出

社・在宅勤務の頻度（1.毎日職場で働いてい

る、2.職場で働く頻度の方が多い、3.職場と職

場以外（在宅勤務）で働く頻度は半々である、

4.職場以外で働く頻度の方が多い、5.毎日職

場以外で働いている）、インターネットを使用で

きるスマートフォン・タブレットの有無、勤務形

態、設問を熟読して回答しているかどうかを確

認する不良回答スクリーニング用の設問を設

けた。 

2) 本調査 

疲労 Checker による主観調査について、就

床前調査は、最初に本日が勤務日か休日か

を尋ね、勤務日の場合のみ、在宅・出社情報、

勤務開始・終了時刻を尋ねた。勤務時間外に

おける仕事の連絡については、勤務日・休日

ともにその手段別（電話、メール、既読機能が

ある・ないメッセージングアプリ、テレビ電話）の

時間及び主体的行為者、連絡全体の印象

（快・不快、負担感、イライラ感）、連絡相手（上

司、同僚、部下、顧客、その他）とその印象

（快・不快）、連絡に対する早急な返事の必要

性、連絡以外の勤務時間外における仕事の時

間を尋ねた。その他、余暇時間、家事時間、

仕事との心理的距離について尋ねた。 

起床後調査は、睡眠計の装着に関する質

問、睡眠中の仕事に関する夢見の有無と印象、

最後に受け取った勤務時間外の仕事関連の

連絡の有無と時刻、就床時刻、入眠時刻、入

眠潜時（眠りにつくのにかかった時間）、覚醒

時刻、離床時刻、起床手段、中途覚醒数・時

間、主観的睡眠の質を尋ねた。 

また、就床前・起床後調査ともに Visual 

Analogue Scale (VAS) 法により現在の眠気、疲

労、不安感、抑うつ感、活気、イライラ感を尋ね、

さらに勤務日の就床前調査においてのみ、本

日の仕事のパフォーマンス、仕事の忙しさ、勤

務中のストレスについて追加で尋ねた。 

疲労 Checker による PVT は、7 日（日）、8 日

（月）、12 日（金）、14 日（日）の就床前に実施

した。PVT は、国内外で眠気や疲労の客観的

評価に用いられており、画面中央にデジタル

カウンターが表示されたらできるだけ早くボタ

ン押し反応を行い、カウンターの動きを止める

課題である。本研究では、Basner et al. (2011) 
8)の PVT 短縮版を元に、課題時間は 3 分、刺

激間間隔は 1 秒から 4 秒とした。また、355ms

以上の無反応を見逃しとして記録し、30 秒以

上の無反応で警告を出すよう設定した。 

客観的睡眠測定は、腰に装着するタイプの

活動量計（FS-770、キッセイコムテック社）を、

就床 2 時間前から起床後までの間装着するこ

とで行った。睡眠時間や入眠潜時、中途覚醒

時間、睡眠効率（どれだけよく眠れていたか）

等を測定することができ、睡眠測定のゴール

デンスタンダードとされる睡眠ポリグラフ測定と

一致率が高い事が報告されている 9)。 

3) 事後調査 

質問項目として基本属性（身長、体重、喫煙

習慣、飲酒習慣等）の他、アテネ不眠尺度 10, 

11)、テレプレッシャー（メール等のメッセージに

対して素早く対応しようとする先入観・衝動） 12)、

セグメンテーションプリファレンス（オンとオフで

の働き方への嗜好性）13)、K6（心理ストレス） 14, 

15)、リカバリー経験尺度（勤務時間外における

仕事との心理的距離等）16)、Worktime Control
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（ 勤 務 時 間 へ の 裁 量 権 ）17)、 Worktime 

Variability（勤務の変動性） 18)、WFun（健康問

題による労働機能障害の程度）19)、ワークエン

ゲージメント 20, 21)、職業性ストレス簡易調査票、

職務要求強化尺度 22)を用いた。 

 

3. 分析 

本報告書では、事前調査、事後調査より得

られた主要な分析結果のみを報告する。 

事前調査における勤務時間外の仕事の連

絡頻度（2 を選択した者を連絡頻度低群、3 と

4を選択した者を高群とした）と、在宅勤務の頻

度（1 と 2 を選択した者を在宅頻度低群、4 と 5

を選択した者を高群とした）の 2 要因で参加者

を 4 群に分類し（連絡頻度低かつ在宅頻度低

群 34 名、連絡頻度低かつ在宅頻度高群 38 名、

連絡頻度高かつ在宅頻度低群 15 名、連絡頻

度高かつ在宅頻度高群 11 名）、K6 やリカバリ

ー経験尺度等を従属変数とする 2 要因分散分

析を行った。 

 

Ｃ．結果 

図 2 は連絡頻度、在宅勤務頻度別の K6、リ

カバリー経験尺度の心理的距離、職業性スト

レス簡易調査の抑うつ感、疲労、身体愁訴、

WFun の結果を示している。連絡頻度と在宅頻

度の交互作用が K6 と抑うつ感に見られた。下

位検定の結果、連絡頻度高群において、在宅

頻度低群は在宅頻度高群より、K6 得点が高く

（精神健康が悪い）、抑うつ感が強いことが示

図 2 連絡頻度、在宅勤務頻度別の結果 
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された(ps < 0.05)。さらに、在宅頻度低群にお

いて、連絡頻度高群は連絡頻度低群より K6

得点が高いことが示された(p = 0.04)。連絡頻

度の主効果の傾向が心理的距離と身体愁訴

に見られ (pｓ < 0.10)、連絡頻度高群は心理的

距離が取れておらず、身体愁訴が高い傾向に

あることが示された。在宅勤務の頻度の主効

果が、WFun、疲労、身体愁訴 (ps < 0.05)に見

られ、在宅頻度高群は、疲労や身体愁訴は低

いが労働機能障害の程度が高いことが示され

た。 

 

Ｄ．考察 

本研究の目的は、勤務時間外の仕事の連

絡と出社・在宅勤務という働き方が労働者の心

身に及ぼす影響を検討することである。その結

果、（1）勤務時間外の仕事の連絡頻度が高い

者において、出社勤務の頻度が高い者は、在

宅勤務の頻度が高い者と比べて、精神健康が

悪く、抑うつ感が強いこと、(2)出社勤務の頻度

が高い者において、連絡頻度が高い者は、低

い者より精神健康が悪いこと、（3）連絡頻度が

高いと、勤務時間外に仕事との心理的距離が

取れず、身体愁訴が高い傾向にあること、(4) 

在宅勤務の頻度が高いと、疲労や身体愁訴は

低いが労働機能障害の程度が高いことが示さ

れた。 

これらの結果から、勤務時間外の仕事関連

の連絡が労働者の心身に悪影響を及ぼすこと、

そしてその悪影響が在宅や出社という勤務の

あり方により異なる可能性が示唆された。この

原因として、仕事と私生活との境界が曖昧とな

りやすく勤務時間内に自宅で仕事関連の連絡

を受ける在宅勤務と比べて、出社勤務は自宅

などのプライベート空間で仕事の連絡を受ける

ことが相対的に少なく、それに慣れていないた

め連絡頻度の悪影響が強く生じた可能性が考

えられる。また、在宅勤務と比べ、出社勤務は

通勤時間がかかるため、勤務間インターバル

内の余暇や睡眠時間が短くなり、疲労回復が

不十分となる可能性がある。それに加えて、勤

務時間外の仕事の連絡頻度が高いことでさら

なる疲労回復の阻害、抑うつ感の悪化が生じ、

精神健康が悪くなったことも考えられる。 

一方で、勤務時間外の仕事の連絡頻度と勤

務間インターバルの長さの関連を調べた先行

研究において、連絡が少なくインターバルが

長い群と比べて、インターバルが長く連絡が多

い群や連絡頻度の高低に関わらずインターバ

ルが短い群は、勤務時間外に仕事との心理的

距離が取れていないことが報告されている 23)。

連絡頻度が高い場合に仕事との心理的距離

が取れない点は本研究と一致するが、本研究

では勤務間インターバル内の余暇・睡眠時間

が相対的に短いであろう出社勤務で連絡の悪

影響が顕著に生じており、直接的には比較で

きないものの一部異なる結果となった。そのた

め、出社・在宅勤務における勤務間インターバ

ルの量の要因も考慮し、さらに、客観的指標を

用いたより詳細な検討を行っていく必要がある

だろう。 

 

Ｅ．結論 

本研究では、勤務時間外の仕事の連絡と出

社・在宅勤務という働き方が労働者の心身に

及ぼす影響を検討することを目的に、IT 労働

者 100 名を対象として調査を行った。その結果、

勤務時間外の仕事関連の連絡により悪影響が

生じたが、その影響は在宅勤務と出社勤務で

異なることが示唆された。特に、勤務時間外の

仕事の連絡は主に出社して働く場合において、

精神的健康度が悪化することが示された。今

後は、睡眠やパフォーマンスに関する客観的

指標を用いてより詳細に検討することが必要で

ある。 
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